
　　平成２８年度の普通交付税が７月２６日（火）に決定されました。その概要は次のとおりです。

　１　空知総合振興局管内市町の平成２８年度普通交付税決定額

Ａ　 Ｂ　 Ｃ　

（注） １　空知総合振興局管内市町別の決定額は、別紙のとおり。
２　各欄で百万円未満の端数を四捨五入しているため、表内において数値が一致しない場合がある。
３　後志管内泊村は、固定資産税（原子力発電所等）の収入により、平成２年度から引き続き不交付団体と
　なっている。
４　平成２７年度分については、当初決定の数値である。

　２　全国の算定結果について

（１）普通交付税等の総額の状況

　　・　普通交付税の全国総額は、15兆6，983億円であり、前年度に比べて、512億円、0.3％の減と

　　　なった。

　　・　普通交付税額と臨時財政対策債発行可能額を合算した実質的な交付税の額は、

　　  19兆　4,863億円であり、前年度に比べて、7,882億円、3.9％の減となった。

（２）基準財政需要額・基準財政収入額の主な増減の要因

　　(基準財政需要額)
　　○　平成２７年国勢調査人口を用いることによる測定単位に「人口」を用いる費目の減及び
　　　　 地域振興費（人口）における人口急減補正の拡充による増
　　○　地方財政計画の「重点課題対応分」(高齢者支援、自治体情報システム改革等)の創設による増

　　○　地方財政計画の歳出特別枠（地域経済基盤強化・雇用対策費）の見直しによる減

　　○　臨時財政対策債償還費の増

　　(基準財政収入額)

　　○　地方消費税交付金の増

　　○　固定資産税の増

　　○　市町村民税法人税割の減

平成２８年度普通交付税（市町村分）の決定について

　平成２８年７月２６日（火）

　（ＴＥＬ：０１２６－２０－００３１）
　空知総合振興局地域創生部地域政策課
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（参  考）

臨時財政対策債発行
可能額を含む増減率

管
内

市　　　計

町　　　計

管内合計

52,481

28,944

81,425

▲ 1,289 ▲ 2.4

29,255 ▲ 311 ▲ 1.1

全
道

市　　　計

町　　　計

全道合計

381,196

747,811

▲4.0

▲2.4

▲3.5

▲3.6

366,615 375,307 ▲ 8,692 ▲ 2.3 ▲3.7

386,554 ▲ 5,358 ▲ 1.4

83,025 ▲ 1,600 ▲ 1.9

53,770

全
国
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　３　空知総合振興局管内市町の算定結果について
（１）

（２）

　

（３）

（４）

（５） 　前年度に比べ増減率の大きな団体は次のとおり。

　　・前年度に比べ増加した主な団体

由 仁 町  　 5.7％ （主な理由：保健衛生費の増（上下水道高料金対策費の算入開始による増））

上砂川町　  0.4％ （主な理由：地域振興費（人口）の増）

　　・前年度に比べ減少した主な団体

美 唄 市　 ▲6.4％ （主な理由：社会福祉費の減（公立保育施設追加分の減）

長 沼 町　 ▲3.9％ （主な理由：地域経済・雇用対策費の減）

　管内市町の普通交付税決定額は、814億25百万円、対前年度増減率は1.9％の減となって
いる。　（全国市町村分の増減率は3.3％、全道市町村分の増減率は1.8％とそれぞれ減少）
　このうち、市は2.4％、町は1.1％とそれぞれ減となっている。

　普通交付税と臨時財政対策債発行可能額を合算した実質的な交付税の額は、866億78百
万円、対前年度増減率3.5％の減となっている。（全国市町村分の増減率は6.0％、全道市町
村分の増減率は3.7％とそれぞれ減少）
　このうち、市は4.0％、町は2.4％とそれぞれ減となっている。

　管内市町における主な増減要因は、減少要因として、国勢調査人口の減少、地域経済基
盤強化・雇用対策費の見直しによる減少及び地方消費税交付金の増加など、増加要因とし
ては国調人口の減少の影響を緩和するため拡充した人口急減補正の増加など、全国の算
定結果と同様の内容となっている。

　平成１８年３月２７日に合併した岩見沢市については、「合併算定替」により算定を行った。
　なお、今年度から合併算定替の段階的縮減期間となったことにより、合併算定替による増
加額が９割算定となっている。
　[合併算定替による交付基準額：135億66百万円（一本算定の場合：127億98百万円）]


